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知的障害者や発達障害者の生涯学習の必要性に対する一般市民の意識
−共生社会の中での「障害者の生涯学習」に関する考察−
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Ⅰ 緒言

文部科学省は2018年に「障害者本人等への学校卒業後の
学習活動に関するアンケート調査」（以下、障害者本人調
査）を実施し、それを踏まえて「学校卒業後における障害
者の学びの推進に関する有識者会議」は、知的障害者等の
大学における学びの場が必要だとした１）。障害者本人調査
の回答者は4,650名であり、身体障害（視覚・聴覚・肢体不
自由（車いす、ストレッチャー必要・不要））、 知的障害、
精神障害、発達障害（自閉症あり・なし）、その他（音声・
言語等障害、内部障害等）として、それぞれ400名以上の回
答者（障害者又は家族に障害者がいる者）が含まれている。
障害者本人調査では障害者の生涯学習活動への参加状況、
参加の阻害要因・促進要因、学習ニーズ等を尋ねている。

その一つに学校卒業後の学習経験とニーズを尋ねる調
査項目がある。具体的には「学校段階で学んだ内容の維
持・再学習に関する活動」「余暇・レクリエーション活動」
「文化芸術活動」「健康の維持・増進、スポーツ活動」「個
人の生活に必要な知識・スキルに関する学習（日常の生活
を向上させるための衣食住等の学習）」「社会生活に必要
な知識・スキルに関する学習（自立した生活のための学
習）」「仕事のスキルアップや資格・免許取得など、職業
生活に関わる学習」「一緒に刺激し合って向上していける
仲間づくり、学習意欲を高めてくれる人間関係等に関する

学習」の8項目である。それぞれに例が示されている。
報告書では、知的障害者は学習経験について「余暇・レ

クリエーション活動（42.7%）」が他の障害種を有する者に
比較して高い傾向にあったと指摘した。さらに発達障害者
（自閉症あり）は、ニーズについて「個人の生活に必要な
知識・スキルに関する学習（33.6%）」 「社会生活に必要
な知識・スキルに関する学習（38.7%）」「仕事のスキルア
ップや資格・免許取得など、職業生活に関わる学習
（32.2%）」「一緒に刺激し合って向上していける仲間づく
り、学習意欲を高めてくれる人間関係等に関する学習
（29.9%）」とする比率が高い傾向にある１）と指摘した。

筆者らは、今後、障害者の生涯学習をより推進していく
ためには、障害をもたない一般市民の認識が重要であると
考える。なぜならば、共生社会における生涯学習は、障害
者のみの集団で完結するものではなく、一般社会の中で行
う学習だからである。そのため、社会のなかでの障害者の
生涯学習への許容度が低い場合、障害者自身がもつ生涯学
習のニーズに関係なく、生涯学習は推進しないと考える。
政策面では障害者の生涯学習の重要性が指摘されている
が１）、法律により知的障害者を受け入れる環境を整備した
公認の大学はいまだない２）。特に成人期知的障害者の教育
的支援が必要だという指摘があるが３）４）５）、高等学校卒業
後のキャリア支援全般が不十分だといえる６）７）８）９）10）11）。

以上の問題関心の下、知的障害者や発達障害者の生涯学
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知的障害者や発達障害者の生涯学習を促進させるための基礎研究として、一般市民を対象に行った質問紙調
査の結果を分析した。調査では文部科学省が2018年に実施した「障害者本人等への学校卒業後の学習活動 に関
するアンケート調査」で使用された、生涯学習の内容に関する8項目を用いた。調査票は2021年6月8日～6月10
日に楽天インサイト株式会社に登録しているモニターを対象に、年代4区分（10−20歳代、30歳代、40歳代、50
歳代以上）ごとに回答者がそれぞれ110人になるまで調査を継続した。分析の結果、第1に、障害者の生涯学習
の8つの具体的な項目への必要性に対する肯定的な意識が明らかになった。第2に、2つの項目について、必要と
考える程度が知的障害者と発達障害者で異なっていた。障害者の生涯学習を推進する際は、知的障害者と発達
障害者への正しい理解の普及をすすめつつ、障害に応じた生涯学習の推進が必要であると考える。
（キーワード）知的障害者、発達障害者、生涯学習
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習を促進させるための基礎研究として、一般市民を対象に
行った質問紙調査の結果を分析した。「障害者の生涯学習」
で対象となる障害者は、身体障害者や精神障害者等も含む
が、本研究では知的障害者や発達障害者に限定する。なぜ
ならば現在、特別支援学校に在籍する障害がある人の内、
約9割は知的障害者だからである12）。

Ⅱ 方法13）

本研究で用いた調査について、別の論文で既に報告した
が13）、本稿は当該論文とは異なるデータを解析し、考察し
たものである。

1．研究目的・対象
知的障害者と発達障害者の生涯学習に対する認識を明

らかにするために、一般市民を対象に質問紙調査を実施し
た。

2．調査票の配布・回収
2021年6月8日～6月10日に楽天インサイト株式会社に登

録しているモニターを対象に、年代4区分（10-20歳代、30歳
代、40歳代、50歳代以上）ごとに回答者がそれぞれ110人に
なるまで調査を継続した。

3．有効回答者数及び欠損値の扱い
全ての調査票を有効回答票とした。ただし「わからない」

については分析から除外した。そのため分析ごとに分析数
が異なる。

4．調査票の構成
属性として「性別」「年齢」等を尋ねた。本稿の分析で

用いる調査項目は以下の通りである。個別の生涯学習の必
要性を尋ねるために、「学校段階で学んだ内容の維持・再
学習に関する活動」「余暇・レクリエーション活動」「文
化芸術活動」「健康の維持・増進､スポーツ活動」「個人の
生活に必要な知識・スキルに関する学習（日常の生活を向
上させるための衣食住等の学習）」「社会生活に必要な知
識・スキルに関する学習（自立した生活のための学習）」
「仕事のスキルアップや資格・免許取得など､職業生活に
関わる学習」「一緒に刺激し合って向上していける仲間づ
くり、学習意欲を高めてくれる人間関係等に関する学習」
の8項目（以下、生涯学習8項目）を、「1．必要だと思わな
い」から「4．必要だと思う」までの4件法と、「5．わから
ない」から構成した。各項目には、表1の通り、具体例を付
記した。本項目は、障害者本人調査と同様の項目である。

5．分析方法
生涯学習8項目の各項目に対する「必要でない」と「必要

ではない」という認識の差を明確にするために、「必要だ
と思わない」と「あまり必要だと思わない」を回答した人
数の合算と、「まあ必要だと思う」と「必要だと思う」と
回答した人数の合算との差に関して、適合度検定（χ２検定）
を行った。知的障害者と発達障害者によって必要性の意識

が異なるかどうかを明らかにするために、Wilcoxon の符
号 付 き 順 位 検 定 を 行 っ た 。 分 析 に は IBM SPSS
Statistcs26.0を用いた。有意水準は5％未満、有意差傾向は
10％未満とした。

6．用語の定義
本研究では、生涯学習を「人々が生涯に行うあらゆる学

習、すなわち、学校教育、家庭教育、社会教育、文化活動、
スポーツ活動、レクリエーション活動、ボランティア活動、
企業内教育、趣味など様々な場や機会において行う学習」
とし、調査票の冒頭に付した。さらに「発達障害や知的障
害がある人については、以下を想定して下さい」として以
下を、調査開始前に提示した。
・発達障害、知的障害ともに高等学校（含む、特別支援学

校、中等教育学校）に進学できる人
・疑いを含みます。診断を受けているかどうか、手帳の取

得有無は問いません。
・知的障害と発達障害の2つの特徴が重複してみられる場

合がありますが、知的障害の特徴が主にみられる場合は
知的障害、発達障害の特徴が主にみられる場合は発達障
害として回答してください。
7．倫理的配慮
回答開始前に楽天インサイト株式会社の個人情報保護

方針に関する情報を提示し、「同意し、アンケート開始」の
バナーをクリック後、回答が開始された。バナーのクリッ
クにより、調査の協力を得たものとした。本研究について、
新見公立大学研究倫理審査委員会の承認を受けた（承認番
号219 承認日2021年4月19日）。それらに従い実施した。

Ⅲ 結果

回答は440人から得られた。全てを有効回答票とした。
1．回答者の属性
男性が204人（46.4%）であり、女性が236人（53.6%）で

あった。
2．生涯学習8項目に関する意識の違い
生涯学習8項目への必要性の認識について、知的障害者

と発達障害者とに分けて集計した。両障害とも、全項目に
ついて8割以上が「まあ必要だと思う」「必要だと思う」と
回答していた。さらに適合度検定（χ２検定）の結果、全項
目について「必要でない」が「必要ではない」より多く回
答する傾向が明らかになった。

次に、知的障害者、発達障害者の生涯学習の必要性につ
いて、障害による回答の違いがあるかを明らかにするため
に、「わからない」を除いた、Wilcoxon の符号付き順位検
定を行った。その結果、「健康の維持・増進、スポーツ活
動」「個人の生活に必要な知識・スキルに関する学習（日
常の生活を向上させるための衣食住等の学習）」について

井上　信次・末光　茂・大月　政和・小田桐　早苗

― 128 ―



知的障害者や発達障害者の生涯学習の必要性に対する一般市民の意識

有意差が認められた。両項目とも、発達障害者の方が、知
的障害者よりも必要がないと回答したことが明らかにな
った。

Ⅳ 考察

一般市民は、全体として生涯学習8項目に対して肯定的
な意識をもっていたことが明らかになった。筆者らの別の
分析で、「知的障害や発達障害（自閉症スペクトラム症、学
習障害、注意欠如多動症など）のある人たちへの生涯学習
について、あなたはどう思いますか。」という包括的質問
に対して、知的障害者と発達障害者ともに、「とても必要
であると思う」と「必要である」との合計が80%弱であっ
たことが明らかになっている13）。障害者本人調査のように、
項目による意識の違いについて明確な差は認められない
が、社会の中で知的障害者や発達障害者の生涯学習が認め
られる可能性は高い。一方で、必要という認識があっても、
実際に実現可能か、また一般市民のそれぞれがその活動に
積極的に関与するかは不明である。

生涯学習8項目への必要性のうち、「健康の維持・増進、
スポーツ活動」「個人の生活に必要な知識・スキルに関す
る学習（日常の生活を向上させるための衣食住等の学習）」
について、発達障害者よりも知的障害者への学習が必要で
あるという回答傾向が認められた。一般市民が健康や日常
生活に関する知識・スキルに対する不安を、発達障害者よ
りも知的障害者に対して持っている可能性が示唆される。
しかしながら、この差が一般市民の両障害者に対する関わ
りの経験や知識から生じているかは不明である。経験の少
なさや知識の乏しさに因るバイアスの可能性も否定でき
ない。また一般市民のなかで、知的障害者と発達障害者と

の区別がどの程度明確に理解されているかは不明である。
知的障害者や発達障害者の生涯学習を推進するうえで、知
的障害者と発達障害者への正しい理解の普及をすすめつ
つ、障害に応じた生涯学習の推進が必要であると考える。

Ⅴ 本研究の限界と課題

本研究は障害者本人調査の調査項目を使用したが、生涯
学習8項目がダブル・バーレル質問になっている可能性が
ある。また、例示している内容がそれぞれ排他的かどうか
は検討していない。包括的な研究だけでなく、特定の生涯
学習の内容に特化した研究が今後必要となる。

Ⅵ 結論

知的障害者や発達障害者の生涯学習を促進させるため
の基礎研究として、一般市民を対象に行った質問紙調査の
結果を分析した。調査では文部科学省が2018年に実施した
「障害者本人等への学校卒業後の学習活動に関するアン
ケート調査」で使用された、生涯学習の内容に関する8項目
を用いた。分析の結果、第1に障害者の生涯学習の必要性に
対する肯定的な意識が明らかになった。第2に、2つの項目
（「健康の維持・増進、スポーツ活動」「個人の生活に必
要な知識・スキルに関する学習（日常の生活を向上させる
ための衣食住等の学習）」）について、知的障害者と発達
障害者とで、必要だと考える程度が異なっていた。しかし
ながらこの違いが知的障害者と発達障害者との区別を充
分に理解していることによって生じたかどうかは不明で
ある。障害者の生涯学習を推進する際は、知的障害者と発
達障害者への正しい理解の普及をすすめつつ、障害に応じ
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た生涯学習の推進が必要であると考える。

本研究は、文部科学省科研費「知的障害・発達障害児者
のインクルーシブ教育の制度刷新にむけた国際比較研究」
（19K02177）により実施された。
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